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第三郎 広j査航路交差ml管理の設計

( 1 )符rrn方式決定手順

木fifjでは、!日fiijでf号られた科目!方式の決定手順に基ついて、広域に広がる航路交差部に

対する1'1r~I 刀法を考える。 t白血刀法の設計にあたっては、先ず、水深や各浴の配置などか

ら決定される航路体系の把憶が必要である。

特政方法を決定する上で、重要となる航路休系の要素は、交差郎問のWe高ffである。港、

あるいは、大河から最初にill過する交差郎に対する通過H寺刻の決定は、出港時間lの翻繋や

大洋中における長い調整 WI~磁の篠保から比較的に容易である。しかし、 一度航路内に進入

した船は、各交差百Iln[jの四郎によって、交差郎までのH寺UHfi，阿竪旦は規定されるので、交差

出SI日l の W[!椛はfJI~な要素となる。

一般に、 f見j'E使用されている航路は、自然発生的な面はあるものの水深や各港の両日首な

どから生じた背景から、合理的な形状を成している面が大きい。この点からみても、管耳目

設計は、現状における航路体系を基準として出発することが妥当であろう。新しい航路の

決定や交差郎の設定は、この点からも、十分に現状の航路休系に対する笥理方法の検討を

行った後にすべきと考える。

しかし、一方では、現状における航路は、自然発生的背景から、ー定の航路隔をもって、

固定的に規定することが困 ~{fな回もある。又、交差昔日も点と定義することが難しい聞もあ

る。このような実状は管理方法を検討するのには適当でないので、航路休系金体を主~航

『討をよ五市として、 ffiiJll化して議論を進める必要がある。

そこで本節では、先ず現実の多機な交差日1I形状を分類し、その管理方法について考える

こととする。現実の交差部形状の代表的なものを(図 5 -2)に示す。前箪迄の議論に

おいて、航路の隔は 700mを考えていた。これは現行の海上交通安全j去における最小の

航路闘を反映したものである。これに対し現実の交差郎への船舶の到着経路の隔は、 (図

5 -2 a)に示すように、交差自1Iを目限として集中してくる形状が多くある。交差古1Iにお
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いては、航路幅を規定する必要はあるが、交差日1I手前の航路に対しては、航路幅を特に限

定する必袈はないであろう。この場合航行Auは交差郎通行時刻にしたがって、 AoIlIJWI1T¥({が

om保されて交差rtl)へ集巾してくると考えられる。従って、 (図 5ー2a)の交差mlJf5状

は通常の十字交差部として扱えば良いと考えられる。この点から、 (図 5ー 2b)は合

流と交差が同H寺に起こっているが、内容的には卜字交差昔1Iとして取り倣えば良いことにな

る。そして、交差部交通量は I、H、111の総軍IJを考えることが妥当であろう。

(図 5 -2 c)では、 IとHの交通流は交差の関係にあり、 Iと111は合流の関係にあ

る。 Iからみると、先ず IIの交通流と交差しその後日Iの交通流と合流することとなるロ I

とHが交差として迎行管理が行われるとき、 Iの交通流には Hの交通流を処理するための

船舶流のIIrJ隙が発生することになる。この時rIHilfを用いて川の交通流を処理することによ

って Iの交通流は川の彩符を受けないこととなる。 111に比べ IIの交通量が多ければ、 Iの

liil隙はj別JIlするので、交通ifrllIlの彩轡はほぼ!!¥¥くなり、この交差郎は IとIIの交差を考え

れば良いこととなる。更に、 111が Iへ合流する地点が交差郎から速く高({れている場合や、

次の交差部である場合には Iと111はこの交差自1Iで干渉し合う要素はなく、この交差郎は完

全に IとHの卜字交差耳目として考えれば良いこととなる。

この考え方を延長することにより、 (図 5 -2 d)における 111の交通流は CP2にお

いてのみ交差をなすこととなり、交通i荒川をCP1，CP2の宇字交差郎通過として扱 う

ことは適当でないことが判る。 宇字交差として扱う必要があるのは CP1，CP2を確実

に通行する Iの交通流を対象とすればよいこととなる。

以上により、管理における制約条件としての航路体系の剥査が完了したことになる。っ

ついて、具休的な管理方式検討に先立ち 、交通状況の実態を担保しなければならない。特

に、航行船樋、交通盈等は管理対象の特質として重要な要素である 。この11寺、前節(図

5 -1 )で示した必要調整距腕はー定の船紐比率によって得られたシミュレーシヨン結果

であるから、現実の船積比率をこれに換nする必要がある。前述のごとく、不能船の発生
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率がご〈 小さ い場合には、而m対応による隻数換nが可能である ことから、 次の式 によっ

て、 本論の結果を利用することができる。

Ns = N * L: (μ i * (Li /50)ε ) /<5 

ここで

N， 木論分に提示された一日当り交差郎通行隻数

N ・実海而における 1日当 り交差宮/I:iill行隻数

Li 船長、工クラスの船長

μ:  ~(l長 、 1 クラスの ;rn行船比率

百 ・本シミュレ ーシヨンにおける通行船の 50mへの換算比率

(σ= 2. 8) 

っついて具休的な管理方式の設計に入るわけだが、その詳細lは前節において述べられて

いるので、 ここ では省略する。以下に設計の手順の大筋を列挙する。

(設計手順)

① 対象海岐における航路・交差部位置を特定化する。

② 交差百/1を使用するこ航路の交通量を合計し、交差自/1における航行船舶数 ・船磁を求

める。

③ 各交差宮/1における通行船舶数を本論における船種に対応し、換算船舶数を求める。

④ 各交差部の 交通亙に対応する必要調幣~8舵を大型船、小型船に対して本論の結果(図

5 -1 )より求める。

⑤ ④で求めた必要調笠距高((が、交差宮/1fU]~/:!商((、あるい は交差 t}ß手前の航路長 さとして

すべて満足されていれば、その交差部は単独管理可能と判断できる。

⑥ 交差部間~~高((が小型船の必要調整 ~8 両日を満たし、大型船の調整 2~敵を満たさないH寺は、

大型船のみに対する系統式管理を考える。第一交差官/1手前の調整2i'lmftが、この時の必要

調整!l~般を満たしていれば、 大型船のみに対する系統式管理が可能となる 。

⑦ 交差部/HJ !l ~} m((が小型船の必要調整!l/'!般を満たさない場合は、全船に対する系統式管理
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を考えることになる。第一交差古15手前の調整 8~椛が必要誹l整 8é磁を満たしていれば、

系統管理によって 二つの交差古15は管理可能となる。

以上の手順に従い設計を進めることにより、管理方法が順次決定されることとなるが、

⑥、⑦において、第一交差自15手前の調整:m脱が条('1ニを満たさない場合は航路体系の見直し

ゃ、交差m5の移動を考える必要が生じる固しかし、ここに示した設計手順は、基本的なも

のであり、現実における多線な航路休系全てに対して、その特徴を考慮したものではない

この様な場合、本論において検討した内容を考慮することにより、基本的な設計手順を越

えた管理方法を考えることが/:U来る。以下に、本節での検討範囲を越えた事項について述

べることとする。

(二航路の交通量に著しい差がある場合)

第四章、穿:2 Iiii (2 )の項に示した通り、 「交差部交通旦を一定とすると、 二航路の

交通111が等しい場合、交差:'1I5容旦は最少となる。そして、 二航路の交通旦に差がある場

合、交通量の比が大きくなるにしたがい、調整不 fiE船の発生率は減少し、同)調整~Il 自((

においても、交差自15容星はi曽)JIIする」こととなる。したがって、本論の設計手順は最も

安全mrJの評(iliiを行っている。そこで、本論の設計手順において、管理不可能と判断され

る場合でも、交通亙に差がある場合は、これを考慮することによって、管理の可能性が

変化する場合もあるので、各ケースに応じてシミュレーシヨンを行い、詳細な検討をす

る必要がある。この点については、次節において具体例が示されることとなる。

(航路がl't:に四日;~されているために 二つ以上の交差部が接近してある場合)

連続する交差宮15 において、大型船は必要調整~ê目((が長いために、管理方法の検討段隣

おいて問題となる場合がしばしば生じる。このような場合、大型船はこれらの交差昔日に

対し、 iili統した通過H寺!日]の登録を行うことが考えられる。これにより、述方の交差日15に

対して優先椛を持つことになるが、前述の通り、大型船の数は少ないので、小型船に及

ぼす悪影轡は少なく、それを tìlì併する調整~B 高((を小型船へ与えることによって多くは併
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決できるであろう。このように、短めてi!iQ密な航路休系においては、大型船の運航は休

系内において連続的に管理することが有効になると思われる。先に述べたように、航行

船の 90%は小型船であり、この大半を占める船に対しては個別に管理を設定し、大型

船は系統的に通航させてもその彩符はかなりの部分許容できると考えられる。
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(2 )東京湾船舶交通j況に対する交差古11管理

木1貝では、本論で仰られた検討結!lU(iびに前Jj'jの作品1)刀法決定手順にしたがい、東京湾

内における航路休系に対し、広j或管制の言|画案を作成する。

(1苅5-3 a)は、東京汚における主?2航路体系を示したものである。海上交通安全i1;

による規制航路は、中央南北に通る liIi貿水道と iili賀水道から延長する中の瀬航路等があり、

これら法律により定められた航路を太い枠線で示している。その他の矢印により示された

航路は、法律により定められたものではないが、何らかの形でf世間された航路，あるいは

多くの船が通常航行する航路を示したものである。東京湾内における航路休系は周辺に大

きな港が多く存在することから複雑な形状を示す代表的なものである。

i均外から進入した船舶は、打Ii資水道を北上することとなる。計li賀水道北端付近まで進行

した交通流は、ここで、行き先に応じてそれぞれ別々の航路へと向かう。主な流れは、、

東京、千葉へ/iiJかう交通流であり、これは、中ノ瀬航路を遇って北航することとなる e こ

れに続く主攻!な交通流は、 iiliH水道北端まで航路内を進行し、ここで大きく 二つに別れる。

一つは、そのまま直進して根岸に向かう交通流であり、他の一つは、針路を 3O'程右転

して北航する交通流である。この交通流は、 rl'ノ瀬航路の図。!I/にある中ノ瀬と呼ばれる淡

水t9iの西0111を迂filJして 1員浜沖まで北航し、ここで左転して償浜港へと入浴する。 一方、中

/瀬航路を北上してきた、交通流の一部は木更 illi1.! へ /I~ い、主袈な交通流の一つは、中/

瀬航路の北端をすぎた地点より左転し、横浜力問へと|匂っている。そして、他の主要な交

通流は、そのまま北上して東京、千葉へ向かうこととなる。途中、川崎へ分岐する交通話i

があるが、 80%の船舶は、東京、千葉へ向かっている。

一方、湾外へ向かう交通流は、東京、千葉をil!jiとし、これに途中、川崎、木更津、 1員浜、

llV幸、 からのHJ港船が加わりつつ南下し、浦賀水道を経て湾外へ向かうこととなる。

他方、これら全体の交通流に比べるとわずかな交通艮ではあるが、積須賀へ入出港する

船舶が存続している。

以上の交通状況より、東京湾南部における交通流には、五つの交差宮11があることが判る。
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ーつは、 CPlで示され、木更津からの出港船と、東京、千葉、川崎への入浴船との交差

であ る。又、 CP2は、東京、千葉からの/1:1港船と川崎へ入港する船舶との交差である。

CP3は、東京、千葉、川崎からの/-H浴船に木更津からの1117往時(Jが力11った間航の交通話tと

f!ti浜への入浴AHが交差することとなる。なお、償浜への入港町)には、 "1'ノ瀬航路を経111し

た交通流に、 r~1 ノ湖、を迂回した交通流が川lわって、 CP3 を横浜へ向かうこととなる。

続いて、 CP4は、間航する前述の交通流に横浜からの出港船が加わり打lin水道北端の

北の j由，t~1 で tl~i事への入浴船と交差することとなる。さらに南航する出港船の交通流は、 C

P5で横須貿への入港内日と iili賀水道航路内で交差し、その後は、 ii日賀水道を経て、湾外へ

とlil)っている。

以上の交通流の内容とj'jiji!sの交差自11における交通流の評価とを比較検討することにより、

名交差古11の管I盟の対象を決定する。各交差部における交通流の状態を(図 5-3b)に示

す。

C P 1は、東京、千葉への北行航路と木更津山港船が該当し、典型的な十字交差gllであ

る。

CP2において、川崎からの山港船は、次の CP3を目僚として進行することになるの

でCP2の管J!1l対象とならず、 CP2の管理対象船は、東京、千葉からの出湾船と 川崎へ

の入港船が対象となる。

CP3では、間航する船舶流として、東京、千葉、川崎、木更津からの出港船があり、

これに交差する交通流としてtMiJ¥への入浴船が該当する、 tM浜からの出港船は、次の CP

4で間航船に1111わると考えられる。したがって、 CP3の管理は償浜への入港船と東京、

千葉、川崎、木更津からの出港船が対象となる。文、 CP4では、これら全ての出港時()と

根岸入浴船が管哩対象となる。

CP5は、 CP4を通過した出港船と償須賀入港船が対象となる。

(図 5-4)は、以上の交通流の状況と主要港の出入浴船舶隻数を示したものである。

なお、ここに示す船舶数は、昭和 49年の航行虫調査をもとに船長 75mの標準船に換J):
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して得られた隻数である。

([苅 5-4) よりわlるように、東京iちは 1日当りがJ300!，'Aの船が湾外より入浴し打[jf'l

水道、 rr'J瀬水道を北上しながら随時分岐し各港へ向かっている。中でも横浜、川崎、東

京、下築へ向かう船が全体の 70%を占めている。

-}j南行する船は、これとは逆に湾口へ近ずくに従いj曽川Iしてくる。。この航路休系に

おける問題点は、 i湾の西mlJにある港へ向かう船はすべて問向き航路と交差する点にある。

さらに、湾の深部の港へ向かう船が多いために南向き航路は北に位置する川崎港以南にお

いて既に出湾船の 2/3を占めそれ以南の交差郁容.!ilが全て大きくなってしまう点にある。

(図 5-4) をもととして、各交差 ~.m における交通車と、交差部間~1:1目白を示したものが、

(図 5-5)である。(図 5-5)では、本シミュレーシヨンデータとの対応を取るため

に、占有而fi'ij提nの交通1Il1負nを行い、換n後の交通liJ:を、凶角枠内に示している。

(図 5-5)において各交差郎防lに記された数字は現状における交差古川副距離を km単

位で示しいる。設計手順に従い、各交差部に対する管理方法について(表 5-2)により

検討を進める。

(表 5-2 a) は、各交差自[1が単独管理可能か否かを検討するためのものである。 ー

行自は、各交差:;[1の番号を、 二行自には各交差郎の一日に通航する船舶数を面倒換算によ

る隻数で示している。 三行目は二つの~紫を表 し、 上段は交差郎通自it隻数に対応する大型

船の必要訓rnn郎、下段は小型船の必要調整~[!両日を示している。 交差日[1へ進入する航路の

長さがこの値を超えていれば、その交差官[1は単独管理が可能ということになる 。ただし、

ここに示した値は、本論の第四章の検討によって得られたものであるから、現実としては、

保船者の余裕を考え、この値の 1.5倍以上の制発距離を設定する必要がある。

凶行目以下の欄は、各交差部を使用する航路の状況を示している。先ず、各交差:i[1毎に

使用航路の手i)ijの交差自[1名を示している。手前に交差宮[1がない場合は、その状況に応じて、

港名、あるいは、外洋にあたるものとして湾外の表示をしている。

そして、各交差郎、各航路1î}に、 11寺[11]誹l整に使用できる調整~[!両日の長さを示している。
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交差部手前が港である場合は、出港時 11日調撃により、時間調子占が可能であり、制整~E! 再({の

制限がないことと同僚に考えて良いであろう。また、汚外からの進入の場合も、同隊に考

えて良いと考えられる。このことから、手前が港の場合は、 H、湾外の場合は∞の記号で

示している 。

問題となるのは、調整 Wê再({が明確に提起されている場合、IlIJ ち、交差 m~の手前に交差出11

がある場合である。各交差日11について順孫に検討を進めることとする。

C P 1は、河外から進入してきた船舶のうち、積浜、川崎、東京、千葉へ向かう船舶と

木更津から湾外へ向かう船舶が交差する点である。木更浮からの出港船は一日当り、 10 

!l:と少ないが、交差部を形成することとなる。 H寺IHI制整のために使用できるE目前は、一方

の航跨は湾外からの畏即時({が与えら れ、他方の航路は木更津港を控えている。この点から、

この交差郎の巾独管 l~lは可能と判断さ れる。

CP2は、東京、千葉から湾外へ向かう船舶、湾外から川崎へ入港する船舶が通航する

交差部である。この交差宮11を使用する一方の航路は、 CP 1と給合しており、交差自Il/ljJ即

時({は 19.6Kmである。大型船の必要調整距両日が 5. 0 k mであるから、約 4(音の余裕

のある制整即時({といえる。他方、東京、千葉からの航路も卜分な距献を有しているので、

この交差部も単独管理可能となる。調整 ~H縦から決定する交差官11容 lilは現状の交通旦をは

るかに上回ったものとなるので、この交差IlIIは大変余総のある交通状況にあると 言える。

CP3は、東京、千葉、川崎から湾外へ向かう船舶と、 i有外から横浜へ向かう船舶、木

更tl¥から湾外へl句かう船舶が通航する交差古11である。この交差部を使用する航路のうち、

CP2から結ばれる航路は 12Kmあり、この航路については、制整211高立に!問題はない こ

とになる。しかし、 CPlと結合する航路は交差部間距高官が 5.5 Kmである。必要とす

る調整距耳目は大型船で 5.6 K m、小型船で 3. 2 Kmであるから、大型船に対して不イ

分な~[!両日である。小型船に対しては、 1 . 7 (15 の余裕をもって調整~[!献が確保できること

になる。

以上のことから、この交差部は大型船に対しては単独管理不可能と判断されるので、さ
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らに検討をすすめる必要がある。もし、 CP3の航行船が全て小型船の場合には、交通rj1:

が現状の 210!，!i/日から 240隻/日とi付加しても小型船は 1. 5(15の余裕をもって耕l

繋~[j高({が篠保 /U 来ることになり、現状の交通lïl:は最大交通lïl:の 87%の状態であると 言 え

る。

CP4は、根岸以北の港からの湾外へ向かう船舶と、根岸へ入港する船舶が通航する交

差ffsである。この交差部も、関係する航路のうち、 2航路は湾外、あるいは港を控えてい

るので問題ない。 CP3と結合する航路も 9Kmあるので、大型船に対しても 1. 6 f自の

余俗をもって調繋 WI1献が碍保でき、 !ln1~ I首班!が可能となる。 CP4の交通量が現状の 22 

2隻/日から 264隻/目となっても、大型船は 1. 5 倍の余裕をもって調整~[!脱が確保

でき、現状は最大交通毘の 84%の状態にあると 言える 。

CP5は、被須賀以北の潜からの湾外へ向かう船と、湾外から横須賀へ入港する船舶が

通航する交差古1Iである。この交差:'HIはCP4と結合する航路に問題があり、大型、小型船

同船般に対して不十分な調整距秘であるので、単独管理は不可能と判断される。

(表 5-2 a)において、交差古IllIlJ陀自({に下線を引いた1f11分が、単独管理を不可能にし

ている原因となる部分である。 CP3はCPlとの距献が大型船に対して短いこと、 CP

5はCP4に近岐していることが原因であることがわかる。

この四回所の交差昔日に対し、系統管理の可能性を検討する。 CP3はCPlとの系統管

理を考え、 CP4とCP5との系統管理を考えることになる 。

(表 5-2 b)は、系統管理の可能性を検討するための表である。

第一行1=1には、系統nIIHの対象となる二つの交来日1I需号が示さ れている。第三行自には、

二つの交差:'lIIIHJ811献が示されている。第四行目は、 二つの交差部を系統智恕するH寺、その

交通虫と交差宮1I 問 W[j ~ff に対応した必要調整WB~({ が示 している。

凶行目以下は、対象とするこつの交差古1Iを使用する航路の状況を示している。

CPlとCP3の交差部の組合せについてみると、交差部を使用する 3航路のうち 、2航

路は、交差郎の手前が、湾外、あるいは、港であるので問題がない。他の一つの航路は、
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CP2 に !íl続する航路で、その ~ê腕は 12K m となっている。必袈網干在日E蹴 7. 7 Kmに

対し、約 1. 6 f告の余俗をもって、系統符翌nが可能と判断される。このH寺、系統式官型1[を

全船に対して行うか、大型船に限定して行うかは、交差古IHI1J~日開f{ と小型船の必要誹l整 ~ê 高({

との関係によって決まる。単独管理!の可能性を検討した過程からわかるように、 CP 1と

CP3 は、小型船に対しては卜分な翻繋~ê両日であったので、この交差部には大型船にたい

してのみ系統管理を行うことが適当であることになる。又、この二つの交差gllを系統管理

する場合の応大交通111は 240隻/日であるから現状の 210隻/日は 87%の交通量と

言え、 13%の余裕があることとなる。

次に、 CP4とCP5の交差自11について検討すると、この二つの交差部を系統管理!する

ときに必要な調整距離 8. 7 k m に対し、 CP3 と CP4 との ~ê自({が 9. 0 k mと短く、

1. 5倍の余硲をもって調整28再({が健保出来ず、系統管理も不可能であることがわかる。

しかし、ここに示す必要調整距脱 8.7 k mは一つ交差部を通行する船舶が二航路に半

数ずつ迎行する状況に対して必要とする制整~ê脈を示している。これに対し、 CP4 、 C

P5における各二航路の交通111は、間行航路が圧倒的に多数であり、これを横切る根岸、

償須賀への入浴附の数は、これに比べご〈少数である。第四輩、第二節(2) r二航路の

交通Eが異なる場合の交通流特性Jの項において示した通り、次のことが言える。 r二航

lIi¥の交通fi1.に差がある場合、制Zf不IUiの発生率は阿航路の交通旦が同ーのH寺i肢も大き〈、

交通lilの比率によって調整不能船の発生率は変化し、必要制整88高{{が変化する J。特に、

ここに対象とするケースのように交通昼の差が著しい場合には、調整不 H~船の発生率は、

二航路同一交通Eに比べ大きく減少し、それに対応して必要誹l整812自({も減少すると考えら

れる。

そこで、 二航路の交差盈の差を考慮して、 CP4とCP5の管理方法について考えるこ

ととする。

今、 CP4における、全通行隻数は 222隻であり、この交差自1Iにおける二航路の通行

隻数比は 210:12= 17.5である。文、 CP5における 全通行隻数は 242隻であ
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り、迎行隻数比は、 222・20=11.1である。

まず、両交差昨日を単独管理する場合を考えると、 CP4は、先の単独管理に対する検討

結果からも明かの通り、余裕をもって単Ht管理が可能と判断される。一方、 CP5は剥繋

Rp-両日 3kmで有り、 1. 51告の余裕を取る場合、最大 2kmの調整~ê前日において、交差郎

容尽を確保する必要が生ずる B ところが、調f，HI!荷112k mでは二航路同一交通I互において、

交差fm交通旦 240隻/日で 25%の調22不能船が発生する。航行密度に差が生じるに従

い、発生率は減少するものの、航行密度比 11. 1の状態においても、 4. 9 %となり、

CP5の単独管i盟は困難であることが判った。

そこで、 CP4，CP5に対し、 二航路の航行隻数の差を考慮した系統式管理方法につ

いて検討を行う。 宇字交差自11において、二交差mlを通行する航路上の船舶を著しく多 く設

定し、こ れを横切る航路上の船を少なくした場合の調整不能船発生率の変化を調べること

とする。

(図 5一日)は、これに対応して求めた航行隻数比の変化に対する剰整不能船発生率の

関係である。交差部間~ê麟を 3000 m とし、調整 2[!搬を 6000 mの条件の下に交差部

通行隻数が 180隻、 210隻、 240隻、の各ケースについて示されている。本図から

判るように、全交通隻数 222隻、通行隻数 17. 5のCP4の状態も、全通行隻数 24 

2隻、通行隻数比 11. 1のCP5の状態も共に調笠RI.!両日 6000mにおいて、調整不能

船の発生率は、本論の基準としている O. 1 %を下まわることとなる。

以上の明から、通行隻数の比を考慮することによって CP4、 CP5についても、系統

式管理を行う場合に必嬰となる調整 RE! ~II は 6km確保山来れば良いこととなる。 lìf って 、

CP4、CP5は調整RP-総 9kmを有するので 1.51:1の余裕をもって系統管理が可能と

判断することが山来る。

以上のように、東京湾南部の複雑な航路休系に対しても、本論に示す管理方式の設計手

順を基本として管理方式案を提示出来ることが明かとなった固

現実の多様な航路休系についても、管理方式設計のお木は、本論の手順に従って進める
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こととなるが、実際には、各航路休系に応じて本論の結果を用いることにより、次に示す

ような多様な展IlHを行うことが可能となる a

① 二航路の交通"Iil.が著しく異なる場合

本論の設計手順は、二航路交通lilが等しい場合を基本とすることにより簡便でか

つ安全側の評価を行っている。 二航路の交通量が著しく異なる場合には、本節で示

した様に交通流の詳細な検討を行うことにより、現実にそくした評価が可能となる。

② 宇字交差郊における交差日1I容Rの向上

宇字交差部の基準状態は、各航路の制整~t!両日を等しく設定している。本論第凶 耳T

!'fi 3 fiiiで示した傑に二つの交差li!1;を通行する航路上の船舶(従航路船)が二祷目に

通行する交差部では、他方の航路上の船舶(主航路船)は交差部間距般に対応する

登録時1I1J差により優先権が低下 し調整不能船が多く発生する。そこで、 主航路の笠

録時五IJを従航路船と同等にするために、主航路の管理I或をIIt航路よりも交差ilIl間距

郎に相当するR5殿、拡張することにより、調整不能船の発生を減少させることがで

き、交差rm容虫の向上が可能と なる固しかし、管理域の拡大は航行船の負IeのJWIJII

を伴うものであるから、;唱に採用される方法ではなく、状況に応じて採用の判断を

行う必要がある。

③ 宇字交差郊におけるこ交差部の合体化

(図 5-1 )によると、同一の交差昔11容旦に対して必要とする調整距腕は、系統

式管1mでは、単 J1~管理に比べ 3- 5km 長くなることが示されている。この事は、

従航路の交通lilがこれに交差する航路に対して、極端に多い場合には、二つの交差

部を一体化することにより、交差自1I交通量はわずかにI目加するが、必要都l整Re自i{は

3-5km減少することを窓I床している。

例えば本論において、 CP4とCP5は、東京湾の出口付近に位置するために

湾の奥からの出港船が 90%を占め、その流れを償切る根岸、積須賀への出入港船

は 10 %程度である事は先に述べた辺りである。このことから、 二つの交差部を合
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休して一つの交差部としても、交差昔日交通虫は元の1直に比べて余り変化しないこと

がわかる.

今、 二つの交差部をー休とした場合、田駅相当による換算隻数は 264隻になる。

新しい交差日11を111J1!管理するために必裂な翻繋WI}両日は大型船に対しては、 6Km、

小型船に対しては、 4Kmである。新しい交差部として、在来の CP4を用いれば、

1. 5 (自の余裕を持った蝦独管理が実胞できることとなる。

交差部の移動に(!j'う、航路の延長が討される状況であるならば、この方法も有効

な交差郁容虫のj曽川l方法となる。
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第四郎 むすび

木市ーでは、前市までの研究結果を統合し、現実の航路休系に対する交差部管理方式の:宣

言!万j去について検討を行った。船舶の特性、迎航船舶の内容、航路の実態等を考慮する こ

とにより、管理万式の基本を次のように整理した。

広域にわたる複数の交差自11を対象として考える場合にも、管理方式の基本は各交差郎を

単独に管理することが望ましいことは明らかとなった。そして、航行船の特性とその内訳

を考服すると小型船とこれ以外の大型船は別例に取り扱い、各々独自の管理を設定する こ

とが適している。さらに、交差部の使用状況を均一化するために、小型船以外の大型船に

対しては、管理域への到着規制を行う予備管理を併用することが適当と考えられる。 予備

管llHにより大型船の負担はI曽川1する事になるが、負但の代償として通行の優先僚が与えら

れることになる。文、小型船に対しては、特性に応じた管理i或が設定されるので管理に伴

う負担は軽減することとなる。

又、以上の管JiH方式の基本に従い、管理方式の設計を進めるとき、交差部同士の干渉に

より単独管理が困難な場合が生じる。本論では、このような状態に対する処置として、系

統式管理を採用することを提案し、その採用の基準を示した。

つづいて、現実の航路休系、交差官11における船舶の流れを検討し、広域航路休系に対す

る管理方式の設計手順を示した。そして、本躍で示す設計手順に従い、東京湾中南部にお

ける航路休系に対し、管理方法の具休案を示した。東京湾中南部は、船舶交通iitが多い代

表的海域であるばかりでなく、 itJ周辺に大きな泌が点在するために、出入浴の航路は複雑

で、互いに交鉛している問題の多い海j或でもある.検討結果によると、本論で示す管理方

式の設計手順により、管理方式を提示できることがl切らかとなった。

-124 



第六市 結論

海上交通の安全は衝突事故の防止と乗り上げ事故の防止により、大限に改恕されるとい

われている。 ìf~上交通安全法の施行後、国内における鱈鰻水j或では、航路指定により、行

き合い状態でのifi突事故が著しく減少した.その結果、衝突事故の大半は航路交差&11にお

ける償切り状態の事故が占めることとなった。しかも、海難事故が減少する中で機切り状

態における事故は、 i曽加iの傾向を示している.一方、海上交通安全法は、交通流の整流化

にill点をおいたものであり、交差昔11交通流の安全性についての規定はごくわずかである。

航路交差官11における航行の安全性は、交通lilの少ない範囲では、個々の操船者の判断に

よる変重|進航を主とする現状の IJlî~ 回避操船で卜分であろう。しかし、交通旦が期加した

場合は、可航水面の制約や、操船者の情報処理能力の限界により、現状の衝突回避操船で

は、十分な安全が確保できないこととなる。交通毘が多い場合、異なる万向へ進む船舶が、

ーつの交差音11を同H寺に使用することは、安全上きわめて問題がある。交差ffll航行の安全を

総保するためには、交差部を占有する航路を、時|問毎に切り換え、 一定時|聞は一方向の船

舶流のみが交差:il1を使用する、時IIJJ分割使用が有効である.交差部の安全性を確保するた

めに、航行する各航路の船舶に平等に通行H寺IInmを割り振 り、かっ、交差自1m行以前に通

行H寺nUtliを船舶に通報する事に、交差rm航行'f'HMIの存在怠義がある .

従来、限られた海織を対象とした航路設定は、海上交通の鱈銭化に伴い、次第に広い海

岐にわたる航路のネットワ クに進展してきている。木論文は、航路交差出lの迎行問題を

一般化し、広域にわたる航路休系の中に存在する交差部を対象として、交差音11を安全に航

行するための交通管理方法を研究したものである。

はじめに、管理は、管理を受ける船舶の特性を反映する必要があることから、交差部管

理の方法と、これに対応する船舶の勤特性の関係を求めた。

交差出11管理の方法としては、管理側は先ず、管理域に入った船舶から交差官11通勤t予定時

五IJの通報を受けることとなる。管理側は日正に通報された他の船舶の交差郎通航時五IJを参!!¥!
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して、該当船の交差部通航時五1)を決定し、船舶へ通報する。

rr J!fiより指示された時刻が予定した交遊郎通航H寺刻と異なる場合、船舶は交差部へ到符す

る|時間制怒を行う必要がある。しかし、船舶が制繋できる時間には限界があり、これを決

定する要素とし ては次のものが挙げられる。

( 1 ) 船舶の加減速性能

( 2) IJII減速操船方法

(3) 11寺/ii)調整のために使問できる航走距両日

(4 ) 船舶の初JUl速度

( 5 ) 交差出l通過速度

i!ll統する交差rmを続けて通過する広域交差fH)を対象とする場合、交差rm通航のための保

両日は、交差(i[Iを定められたH寺!日l内に通航する 'Iiと、次に通航する交差部に対する11寺1m調整

を行うための初期状態としての速力を硲保する必要がある。この点から、交差郎通航の1']

nnモデルとして、交差昔日を定時に定速で通航する操船157去を考えることが適当である.そ

こで、本論文では、交差郎通航の制世11モデルとして定点定日寺定述通過保船を考えることと

し、交差msを定速で定11寺実1)に通過する、この制御モデルに対し、制繋可能なH寺1111を求めた。

船舶隙縦系のl問題は、マンーマシン系の問題として捉える必要があるが、本論では先ず、

船の特性と H寺11日訪l撃のH:fi5の関係を芦11ることとした。操船方法として、 i主力制世11をBan

g-Bang制御によるものを基準として考え、 4極類の船型に対し、初JU1AH迷、通il!lRH

速を各町変化し、 11寺問調整に必裂な航走WG高!i(必要訓告HB再!iと呼ぶ)を求めた.

~In結果は最短時間制御目1) によって得られた調整~J:!磁であることから、特に必要最小 ~I~

献と呼び、次の結果を得た。

( 1 ) 必要最小~[!郎は交差郎通過船速が1I'1 1JIIすると i将加する。

( 2 ) 必嬰最小距高!iは事YJJUJAH速が通過月()速に比べ小さい11寺激i円する。

(3 ) 必要最小~@椛に対する船21の彩仰は通過船速が大きい 11寺、顕著となり、必要最

小~[!再!í は大型船において著しく1I'11JII する。
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以上の点がI切らかとなった.

J'W.i直市I1御nllに)，¥づいて1fIられた結果の妥当1'tと保持()者特牲を調べる目的で撚月()シミュレ

ータ実験を行った。このtiiAfl実験を通 して次の点を確認することができた。

( 1 )実験より何ら れた探船者の告I1首11パターンは、時nn的余裕のない場合は、 lまぼ Ban

g-Bang制御の形をとり、余裕のある場合は、探作lil:の大きさを減少するj杉となる.

この点から、仮定した最短時IlII制御f!lJは、 J型船者の}JIJ減速制御とよく対応している.

(2 )探船者が時!日i調整のJ型船を行うとき、最短時間制御!則と同じに傑作することはでき

ない。このために、実際の操船H寺には、言 1 :11個以上の調整~B磁を必~とする。 J量船実験結

よnによると、人間の操縦において必要とする調整距献は、必要最小距般の 1.51，奇から 2

{自のYI:!自I[を必要とすることがわかった。

以上の考察により、調整l時fH]1ílとこ れ に必要な調整~1:!Þ'íltの関係が、操船者特性、航行船

の加減速特性、航行速度、通行速度等を全て含んだ形で得られたこととなる。

続いて、現実の交差部管理を考えた場合、航行船にどれほどの時間l調整を~求しなけれ

ばならないかを知る必要がある。l&'求する時11IJ調整畳は次の要素が関係することとなる.

( 1 ) 交通用

(2 ) 航行向。fill

(3 ) 航行条('1(並列航行の条件、追越しの条('f:)

(4 ) 管理方式(通行時間の配分方法)

交差自11の交通流特牲に影符を与える以上の各1重要因と、交通流特性との関係を調べるため

に、デジタル ・シミユレ シヨンのシステムを作成した。そして、このシステムを用いて、

次の交終日11形状について交通流特性を誹Lj+f.した。

( 1) +字交差昔日

( 2 ) 宇字交差昔日

(3 ) 井型交差部
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各要因と交差部特性の関係を示す評価鼠として、時間調整不能船の発生率を採用した。

時1m調繋不能船とは、与えられた剥整8~ill{で調整できる時!日J1ilを超えて時1m郁]繋を要求さ

れる船である。 H寺問調整不能船は、交通鼠が多く、待ちH寺問が長い場合や、ID:l繋時間に比

べ、制整E日航が短い場合に発生することになるが、 一方では、管理方法によっても各自f)に

対する調整H寺山iは変化し、時/lll調整不能船の発生率は変化するものである.この綴に、時

/1日前l務不能船の発生率は、交差日11巡航の効率を評価するのに有効な指偲となっている。

先ず、二航路交差宮11について は、各樋交通要因に対して検討を行った。得られた結論は

次の通りである。

111 ー 交差日11の基準状態としては十字交差r:/Iを対象とし、 二航路の制整~~両日、 交通旦比等

をー定として検討を進めた。そして、基準状態に対する変化として、交差古川杉状が合流で

ある場合、 二航路の調整Re献や交通量が異なる場合、そして、航行船磁の混合率が基準状

態と異なる場合について検討を行った。これらの検討の結果、各組の交通婆因と交通流特

性の関係がI切かとなった.特に、 二航路の交通f置が異な る場合でも交通流の特性は、 交通

民均一の11寺の特性を基準として抑制。することが基本となる。しかし、交通毘が著しく異な

る場合には交通宝の差が増加するに従い調整不 (ì~ßGの発生率は減少することになるので交

通状況に応じた交通容量の推定が必要である。文、航行船種の混合率が奥なる場合も、而

fi'lJ提nの換算隻数によって交通流の特性は姥到j!できること等がl明かとなった。

続いて、連続する二つの交差昔日が接近しているために、短い交差tnli日ne両日で必要とする

l侍I邸調整が行えない場合がある。この際な場合、 二つの交差部のii!i航時刻を船の特性に合

わせ、系統的に配置することが有効となる.本論では、この管理方法を系統式管理方法と

咋び、 宇字交差日11を対象として検討を行った.f!Jられた主たる結論を次に示す。

( 1 ) 系統式管理は交差部間88灘の短い航路形状に大変有効に機能する.

(2 ) 系統式管理を大型船に限定しても、小型船に与える影響は少なく、その有効性に

変化はない.

続いて、交差 ~ßが複雑に結合する代表例として;11 型交差部に対し、交差古11管理下での交
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通流特性を検討し、本論の適用性と鉱大利用の可能性を確認した。

以上の各fifiシミュレーシヨンを通して、大型船の通航状況が交差古1I交.IlII流の効率を左右

する重要な要素となることが日月らかとなった。要点を集めると次の迎りである。

( 1 )大型船は時間、迷力調整が困;1Uなことから、調整不能船になる可能性が高い。

また、大型船が過大な時間調整を諜せられると、交差郎通Alt速力が低下し、交差 l~m 占有H寺

1[11がm大し、後続の船列に調整不{iE船が高率で発生する.

( 2 )交差fillへの大型船集中到析はしばしば交差郁容Eを超過する。この状況を改善す

るためには、大型船に対する予備符1虫を実施し、交差gg使用の H寺IIlJ(t~均一化を図ることに

よって交差郁容量を向上することができる。

以上の研究を j!l!して交差:'lll管理方式の設iilのための基本的声11見を得ることができた。

つづいて、これまでの研究結果を統合し、現実の航路休系に対する交差部管理方式の設計

方法について検討を行った.本論では次の三宿の管迎!方式を提案し、各方式に対して、通

行自uのれ問、管理!の負担について比較検討を行っている。

①全船同等fn盟

②予備筒I盟付き大小船型別管理

③予備管理!付き船種別管理

航行船は管理j或へ進入した時点から管理側の指示に従う必要があり、航行上の制約を受

けることとなる。時間調整のために必要な剥整距離に対して、管理下におかれるH割前が著

しく長い場合には、航行の制約は船舶に取って大きな負担となってしまう.この点から、

管迎j或の広さは必要最低限であることが望ましいこととなる。このことは、広域の航路休

系に対しても、全域を一括して管理するのではなく、できる限り分割して管理することが

良いことになる a そして、管理戚を分別することにより、副次的に管理方法の設計が系統
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的に行える利点や、管理の運営において Ii¥Jffiが発生した場合にも、その彩"を局所的に制

限できる利点を確保できることとなる.

結論として、広域にわたる複数の交発官11を対象として考える場合にも、'L1理}j式の必本

は各交差部を単独に管理!することが~ましいことになる。

次に管理j或の広さの決定について考えると、時間誹l整に必要な調整Wlli!i({は船舶のEリj特性

によって決ってくる。船の性能に応じた管理j或の決定が必要になり、性能の異なる小型船

と大型船とでは異なった管理域を設定する必要がある。 一方、現実の海上交通を考えた場

合、小型船は全jffi航船の 85-90%を占めることが普通である。 15%以下に当たる大

型船を基準として全通航船の管理域を設定することは適当でなく、この点からも小型船と

大型船とは別例に管f1j!J或を設定することが妥当となる。

また、管理の効率を向上するためには、交差ffllの使用を均一化する必裂がある。このた

めには大型船に対し、管理域へのjjlJ行規制を行う予備管理を併用することが適当となる。

本論では、以上の検討結果より、予備管理付き大小船型別管理!が、最も適した管理万式と

判断している。この管理方式の基準に従い管理械を設定することにより、小型船はそのjJi}J

特性に比、じた管理1去が設定され、管理に('1'う航行上の負担は最少となる。大型船は予備管

理により n担はj円加することになるが、小型船に比べ早JUJに通勤t登録がなされるので、通

航H寺芸IJ配分の上で、優先権が得られることとなる。

さらに木論では、以上の管理方式の基本に従い、管理方式の設計を進めるとき、交差日11

阿土の下i'1iにより全ての交差flIl に対して 111~M'fJillが困難な場合が生じる。このような状態

に対する処置として、系統管理を採用することを提案し、その採用の基準を示している。

つづいて、提案した管理方式の設計方法の妥当性を検討するために、東京湾中南部にお

ける航lIII休系に対し、航路交差官11の通行管理方法の設計案を示した。東京湾中南部は、船

出金l交通Eが多い代表的海域であるばかりでなく、湾周辺に大きなf告が点在するために、I.U

入港の航路は複雑で、互いに交鉛している問題の多い海j或でもある.検討結果によると、

本論で示す管理方式の設計手順により、交差部の管理方式を提示できることがI切らかとな
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った.

木論文は以上の通り、交差古11航行竹Illljj式を研究対象とし、先ず、交差官11'i1 JlJlにおける

'i1J!日対象である船舶のjJi}J特牲について、保船者特性を含めてその特性を求めた. 次に、

各H!の交通安図、管理方式に対する交通流の特性を求め、これらの検討結採に基づき管理

方式の設計方法を提示し、その具体例を示しているものである。
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詩1 ~宇

本研究の遂行にあたって、研究方針、内容、さらには研究方法一般についても、開広く

御教示戴いた東京大学工学部船舶海洋工学科・小山健夫教授に対し、深昌なる感謝の窓を

表したいと思います。また、終始、視かい励ましを戴いた、東京商船大学・久々富 久教

授、広島大学・小海UII治教授、神戸間船大学 ・原 潔教綬に対し心より謝意を表します。

東京大学、石谷 久教伎には交通管理の代表例としての最適経路問題についてご教示いた

だきました5己して御ネLIやしたいと思います

ならびに、本研究について、御討論賊いた東京商船大学 巻島 勉教授に感謝の立

を表するものであります。

最後に、 m者に研究の機会を与えて下さり、かっ、研究の端緒より現在に至るまで長い

JUIIH]に波りご指導を j買いている東京商船大学名誉教授 ・谷 初蔵博士、ならびに大阪大学

名誉教授・野本謙作|専士に対し心より感謝の怠を表したいと思います。
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(医l 1 -1 a) 

(図 1 - 1 b) 

(図 1 -1 c) 

(図 1 -1 d) 

(図 1 - 1 e) 

(医| 1 - 1 f) 

!fj二.r;i

(表 2- 1 ) 

(図 2- 1 ) 

(医I 2ー2) 

(12!1 2 -3) 

(図 2-4) 

(図 2-5) 

(図 2-6) 

(図 2ー7) 

(図 2-8) 

(図 2-9) 

(図 2-10) 

(図 2- 1 1 ) 

(図 2-1 2 ) 

海上交通安全法が対象とする航路

打Iì ~t 水道航路、 '1' ノ瀬航路

伊良湖水道航路

l明石海峡航路

来島海峡航路

的論瀬戸東航路、字高東 ・商航路

水島航路、備前瀬戸北・雨航路

操縦特性定数

交差古11における衝突危険発生確率を求めるための

交差部交通流モデル

交差部における衝突危険発生確立

交差:iJ1形状

交差郎のH寺!日]分制使用H寺の待ち時1m

述統する交差部に対する通過操船

定点定時定述通過モデル

定点定時定速通過モデル似たい刷る最短H寺Jiil制御fllJ

定点定時定速通過探船の状態変化 ( 1 ) 

定点定時定速通過操船の状態変化 (2 ) 

初JUI船速 (Vo)、通過船速 (Vp)に対する必要最小調整距高li(Lmin) 

(船長: 50 mR{j) 

初 JUIAG迷 (Vo) 、通過船迷 (Vp) に対する必嬰最小jjJ.\1楚~~自lí (Lmin) 

(船長 150m船)

初期船速(Vo)、通過船速 (Vp)に対する必要最小調整HeTlli(Lmin) 
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(船長・ 240m船)

(図 2- 13 ) 初JUJM迷 (Vo)、通過船迷 (Vp)に対する必要最小都l整即時f((Lmin) 

(船長 300mAfl) 

(医1 2 -14 ) 通過船迷(Vp) 、初 JUIAll速 (Vo) と必要最小刻繋 ~11 両日との Illf係

(図 2-1 5 ) 船長と調整距高f(の関係 (調整時間 5分)

(図 2-1 6 ) 調整~~厳に対する時 IHI調整、速力調整誤差の関係 (50 m船)

(図 2- 1 7 ) 調整距離に対する時IllI調整、 i主力調整誤差の関係 (1 50  m船)

(図 2-1 8) 調整~~再f( に対する時 IIU調整、迷力調整誤差の関係 (300m船)

(図 2ー 19 ) 交差郎通行11寺のH寺1I11、i主力説1整軌跡 (1 50 m船)

(図 2-20) 交差部通行11寺の11寺1m、速力制整軌跡 (300m船)

i'fj三章

(表 3-1 ) 航行船の船極 .A{)迷

(表 3ー2) 航行船の到着H寺[UJI悶悶

(図 3-1 ) 十字・ 宇字交差官I!形状

(図 3-2) 井型交差fil!形状

(図 3-3) 先着船優先方式に対する迎行11寺!日l配分の例

tfi凶阜

(図 4-1 ) 交差宮11)形状

(図 4-2) 十字交差音I!におげる交通阜、調整距離と調整不能船発生率の関係

(図 4-3) 船型別の交差郎通行の平均調整時間 (調整距殿 6000m)

(図 4-4) 二航路の交通lilが奥なる場合の調整不能船発生率

(図 4-5) 合流交差部における交通虫、調整距献と調整不能船発生率の関係

(図 4-6) 十字交差音I!における航行船邸と調整不能船発生率の関係

(図 4ー7) 十字交差昔日においてこ航路の調整~~秘が異なる場合の

調整不能船発生率の関係
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(図 4一日) 指数分布による船舶の到着時間間隔の発生確率

(図 4一日) 交差部管理を受けた後の船舶の到新時間111J隔の発生確率

(図 4 -10) アーラン分布 (K= 2)による船舶の到着時IiJJ間隔の発生確率

(図 4 -1 1 ) アーラン分布 (K=5)による船鮒の到着時Ii日IUJ隔の発生確率

(閃 4 -1 2 ) 到着H寺問分布と調整不能月日発生率の関係 (誹l撃~商((:6000m)

(図 4ー 13 ) 宇字交差宮11における交通毘、調整距離と調整不能船発生率の関係

(図 4 - 14) 宇字交差部における交差部附距離、調整R~ 高(íが

調整不能船発生率に与える効果

(図 4ー 15 ) 宇字交差官I1 における航行船積と誹l整不自~~(1発生率の関係

(図 4ー 16 ) 制整不能船の船惚別内訳

(関 4 -17 ) 宇字交差宮11における全船系統管理と大型船系統管理!の比較

(図 4 -1 8) 井型交差部における交差宮I1 問 R~殿、調整距離と

調整不能船発生率の関係

(図 4 -19) 予備管理を行う場合の船舶の到着確率

(1)11 4ー20) 予備管理を行う場合の町駅換算による船舶の到着確率

(図 4ー21 ) 予備管理を行った場合の制繋不能船発生率 (卜字交差部)

(図 4-22) 予備管理を行った場合の制整不能船発生率 (宇字交差WI)

(図 4ー23) 予備管理を行った場合の訪l撃不能船発生率 (井型交差部)

(図 4ー24) 交差宮I1容鼠と調整WsiIi(iの関係 (卜字交差部)

(図 4 -25 ) 交差gll容Eと調整2s般の関係 (宇字交差宮11)

(図 4 -26 ) 交差郎容虫と制整~ß縦の関係 (井型交差部)

第五窓

(表 5 -1 a) 交差部管理J]法とその特徴

(表 5ー 1b ) 交差音I1管理方法とその特徴

(表 5 -2 a) 交差宮11の単独管理の検討
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(表 5-2 b) 交差部の系統式管理の検討

(図 5ー 1) 管理方法と必要ilJ!JrnH~{(

(区1 5 -2) 交差自1I形状と管理方法の分類

(図 5-3 a) 東京湾問自1Iの主袈航路休系

(図 5-3 b) 東京湾問f!日・主要交差mlにおける交通流

(図 5-4) 東京湾問古1Iの通行船舶数

(図 5-5) 簡略化した航路休系と換n交差部交通量

(図 5-6) 宇字交差昔日において各航路の交通量が異なる場合の剥整不能船発生率

十!録

(図付 1) 操船シミュレータ平田図

(図付 2) 採船シミュレータ仰Hli]図

(図付 3) 操船シミュレータにおける情報の流れ図
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航路名 速力制限 通行方向 山入・tM断の禁止

ìilì~l 水道航路 全j或 一方向 x2 -flIl出入・償断の禁止

中ノ漸航路 全j或 北航 なし

伊良湖水道航路 全域 同方liij なし

1リl石 海峡航路 なし 一方向 x2 なし

制約瀬戸東航路 -iill 一方向 x2 -gjltp)断熱止

字高 東航路 なし 北航 なし

宇高西航 路 なし 間航 なし

。WRll瀬戸北航路 -gll 西航 なし

備前瀬戸商航路 一日11 w航 なし

水 .\~1 航路 全j或 同方liU なし

来鳥海峡航路 なし 同方向 -ilIl山入 .lTl断の禁止

(表 1-1 )海上交通安全法が対象とする航路

f-1 
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t111烏

f -2 

(図 1-1 f¥) 

浦賀氷道航路

中ノ瀬航路

(図 1-1 b) 

伊良湖永道航路
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(図 1- 1 c) 則1石潟峡航路

1 

今治

((<!l1 -1 d) 来鳥海峡航路
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厳 H~

(図 1-1 p，)備aI瀬声東航路.字高東・丙航路

4 

(図 1- 1 f )永島航路.備論瀬戸北・南航路
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(1羽 2 - 1) 交差mlにおける衝突危険発生f在来を求めるための

交差部交通流のモデル
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avv 1. 11*10-' 

a" 2.28*102 

ao6 3.43本10-， 

ann 5.31ホ10-3 

a，v -6.13*10-' 

ann 1 -4.26*10→ 3 

ann2 1. 41*10-3 

anv2 1.02*10-3 

K' 

T， ' 

T2 ' 

T3 ' 

a'(deg-2) 

T，(sec) 

δm，，(deg/sec) 

a' R/T， ・T2

Bulk Carrier 
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1. 79* 102 
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1. 63孝10-3 
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(表 2-1 ) 

棟縦特性定数

SHAL CARGO 
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3.89傘10'
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(図 2- I 4 b) 初'Ji裂の変化と必喫鍛小調艶陀僚の関係
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VP 通過船述
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小型船 中型船 大型船 管理011)の

負担優先度 負担 優先l交 負担優先度 負t日

全船同等'l'[l盟 大 等しい 等しい 妥当等しい 多数船

-・ ・ー-ーー司 ー------- ーー___・・・・ ・・・ ・・・ーー ー---------ー------ ーー ---------_司ー・ -・ ・__・-----

予備物理付き

大小向。型別管理 妥当.少し低 少し大 高い 少し大高い 普通

-ーー__・・・・・・ー-ー・ ーー--------ー，ー---- -・ー ーー，・ ・・・・ーー---- -・ーーー・・・ ・・・・ー__ -・ ・・ーー-----

予uW官I盟十jき

船型別管理 妥当少し低 少し大 少し大内い ~jm 

(表 5ー 1a) 交差自11管理方法とその特徴

小型船 | 小型船 | 大型船 |管理側の

負担優先皮 | 負担優先j且 | 負但優先度 | れJ日

全日il阿等管理 × ム む;:，. o ;:，. × 

ー ーーーーー・ーーー ー ー ー ーーー ・~ -----------------... -ー-ーー ーーー ー・・ーー ーーら ーー ーーー ーーーーー・ーーーー ーー_"_ーー ーーー ・ーー ーー

予備管理付き

大小船型別管理 I0 どh ;:，. 0 ;:，. 0 ム

ーーーーー ーーーーーーーーー_"一一___ーーーーーーーー ーーー _"_ーー-ーーーーーーー ーーー-1---ーー ーーーーーー ーーー ・ー-ー ・ーー ーーー白.__ー ーーー

予備管血fづき

nilfifi別管理 。 A ;:，. ;:，. ム O ;:，. 

(表 5-1 b) 交差Cil'白血方法とその特徴
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東京 ・千葉

(図 5-3 a ) 東京湾南部の主要航路体系
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(図 5 -4) 東京湾問部の通行船舶数
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(図 5 -5) 術開化した航路休系と換鍔交差自11交通I置
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交差gs番号 CPl CP2 CP3 CP4 CP5 

交差部通航隻数/日 128 128 210 222 242 

必要調整~a敵大型船 5.0 5.0 5.6 5.7 5.7 

(km) 小型船 2.0 2.0 3.2 3.4 3.7 

交差昔日使用航路の前部

の状況と交差部問~a~<<

湾外 00 

木更津 H 

CPl 19.6 

東京・千葉 20.0 

CP2 12.0 

CPl 5.5 

湾外 C口

CP3 9.0 

湾外 00 

根岸 H 

CP4 3.0 

湾外 Cロ

tOl須賀 H 

(表 5-2 a) 交差部の単独管理の検討
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交予在日111呼号 CP1-CP3 CP4 ~ CP5 

交差郎通行隻数/日 210 242 

交差自111日H巨阿[(k m) 5.5 3.0 

系統式管理

必嬰 iJ日諮問自([(km) 7.7 8.7 

湾外 00 

木更rlt H 

CP2 12 

W;; 外 00 

CP3 9.0 

tJ~ I事 H 

jy1 ;f(ri H 

(表5-2 b) 交差古11の系統式管理の検討
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付録

( 1 ) 棟船シミュレータ

このシミユレ タは、船舶の傑縦系における(様縦者 船一環境)のかかわり合いを誹l

査、研究するために開発制作した装置である.

本シミュレータの偶成内容は次の通りである。

1 )船縮大型模型

2 )他船、並びに航路際識役目5装i丘とスク リーン

3 )表示装置(コンパス、舵角討、~!i述引、風向言|、風力訂)

4 )燥船装置(舵輪、エンジン、テレグラフ)

5 )言1:li1幾とその周辺装置

シミュレータの概要図を (図 付 1)、 (図 付2)に示す.

1 )船橋大型模型

模擬~tl1荷は、高さ 2m 、闘は阿舷にあるウイング吉11 を含めて 8m 、船長方向に対応する

奥行きは 4mである。平面図(図 付 1)に示す通り、船橋内部からijij方は 5この窓を通

して、スクリ ン上に投影される自船問四の状況が目視できる。また、自liJ方は、左右各々

3この窓を通してスクリーン映像を目指lできる.船橋内部には、以下に示す表現装置、操

A!i装 18.が設置されている他に、海図fJL等の一般商船の船橋内部に設置される備品を備えて

いる。

2 )投mJ装置・スクリ ン

スクリーンは、船橋内に設置されたベアリング、コンパス中心を中心とする半径 4mの

円筒形で船縮問問を取り囲んでいる.スクリーンの高さは、 1. 8 mあり、水平線位置を
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主主準として上万 13度、下方 12度の視角度をおおっている。スクリーンは、船 首方向に

対して、/i_右符 10 0 J豆、言1200J交の範囲をカバ ーし、側Jjを航過する物仰の的慨を保

船者に与えるに十分の範闘を持っている。また、船m前方には、船橋から見える自船船首

の映像を投影するサブ ・スクリ ーンを設置してある.シミュレ ーシヨン対象の船極に対!ぶ

し、ふさわしい船首映像を役彩し、臨場感をあげている。投影装置は、潟、'!}!_、雲、 Jl，iJJ

の烏ねを役彩するパノラマ投影装註である .

第二は、洋上で、自船と行き会う他船を投影する相手船装置である.この投 ~IJ装位は、

点光源の前Jjに傾小型の立体船模型を泣き、そのシルエツトをスクリーン上に投影するこ

とにより、 fl!!ij{)の姿勢、 W[!商({等の情報を探A{)者に与えている。このために、般の模型は三

自由度のサーボ系により、方位、距高({、イ出船の姿勢を表現しているパノラマ投影装留と相

手船投影装置は同じ光源を使用している。点光源の位置は方位測定基準と一致しないと測

定誤差を生じ、投影映像による mq角が不正確となる.このために、パノラマ投影装置と相

手船投影装置は、船1荷上官1Iに設置し、点光源はベアリング・コンパス中心の真上に設位さ

れている。

第三の役影装置は、第二投影装置iと同級に他船の投影や航路原識の搬l決用にmいられる.

航路線織のように見る角度によっても形状の変わらない物探の場合には、点光源の前方に

スライド・フィルムを設置することにより、色付きの映像を投影できる。また、この役彩

装置の点光源位置もベアリング ・コンパス中心と 一致させる必要があるので、プロジェク

タ位置を船備前日1Iの下自1Iとしている。

3 )表示装釘

自船の運動状態や制御状態、 i潔j克状況を操船者に提供する表示装鐙は、実機あるいはそ

の相当品をllJいて、~船と同僚に設置さ れてい る。その内容は次の通 りである。

① ベアリング ・コ ンパス

探I船者が白船の回転運動の状態を計測したり、スクリーン上のl映像方{立を計測する時に使
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!日するコンパスで、月白1昂|勾前官11に設置されている。

② マスタ ・コ ンパス

探舵手が、針路情報を得るために使用し、船焔内中央のコンソル ・ボックス上古11に設住さ

れている。

③ }iAI到角速度目|

マスター・コンパス械に設置され、操舵手へ旋回角迷度の情報を与える.

④舵角iil

船橋内全面上自11に設置され、刻刻の舵角皇を表示する。

⑤ 船迷宮|

舵角言ItMに設[丘され、刻刻の自船船迷をノット表示している。

⑥ プロベラ回転数表示計

船速言|般に設位され、刻刻の一分間プロペラ回転数を表示している.

⑦ 風速、風向 ~I

この二つの表示引は舵角言!の般に位置 し、自船の運動を含む相対風速、相対風向を 表示し

ている.

⑧ レーダ表示装置

八(聞の物保の表示が可能であり、スクリーン映像に対応する物棟の他、任意の物僚の表示

ができる。計測レンジャーカーソル機能は実機レーダと全く同じである納

以上の表示装置、スクリ ン映像等は全て、言11'1:1幾による運動iH:IT結果に従い、制御さ

れ、 当然のことながら全てが岡山l、整合している。

4 )操船装置

自船辺iiTUJを制御する入力装誼であり、一般向船と同僚な舵輸と、プロペラ回転数を制御

するエンジン・テレグラフがコンソル・ボックスに設置されている.
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5 )計算機と問1m装置

言1m幾は、 16ビット、 64KBマイクロコンビュータ (PDPll/23)を用い、

日()のilli助言In、役影装fi1の制御、表示装世の制御を行っている。操船者の制御lilである舵

角、プロペラ回転数の信号は各ヤ ADC 、 PLUのインターフェイスを経て言I.n機に lr~ り

込まれ、 11寺11寺刻刻の船体運動を数学モデルに従い言Inされる。計算結果はDACを経て、

プロジェクタ ー表示装f[lを駆動し、 操船者に刻刻のilli動状態を知lらせる。 言In問JUJは、 l

秒1ltであるが、プロジェクタ一、表示装置は、平均的フィルタを使用しているので、その

!lVJ作はinらかにi!li続的である。別Jj'jに示す数学モデルに対応する言In所要時間1は約 O. 1 

秒であり、言In速度は十分である。また、計算機の空き時間を利用して解析並びに、航海

言|滞の制御を行うことが可能である。

付 3)に示す。以上の結梨、信号の流れを(図

6 )数学モデル

エンジン ・テレグラフによる主機探作は、船休のJJII減速運動に|刻する数学モデルは、 本

主主 ・第二郎に示したモデルを使用している.ここでは、操舵に伴う回転運動の数学モデル

を示す。

( 1 )回転運動の応答方程式
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2.プロペラ逆転の場合

._. L L 1. 
Tt'T2'(ZJ)2ψ+ (T，'+T2) ( )2ψ3 = aR ( ニ )/ Js2 、J

ただし

V 
Js= 

nD 

3. 操舵機の応答特性

TEO+O=O・ ( 1 0・ 01孟OC)

o=sing (δ '-0) 1 omax 1 ( 1 0・-01>OC) 

ただし

6・ :指令舵角

o 実舵角

δc 先進角 (=1 omax 1 ・TE) 
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(2 )用語と記号

① 朋語

十字交差古1I

宇字交差古IS

井型交差i:lS

調整時1m(Tmax) 

:二つの航路が交わっている交差部.合流交差日1Iとは呉な

る特性を示す。

:二つの交差昔日が近接して位置するために、それぞれの交

差部を19!立して管理できないので系統式管理を行うこと

となる.

:四つの交差部が近接して位置するために、それぞれの交

差官1Iを独立して管理できないので系統式管理を行うこと

となる。

:原速のままで交差部に到着する予定時刻と、管理側より

指示される交差:::IS到着時刻との差.

必要制整WlI前日 (L) 時間調整を行うために必要とする航走距離.

必要最小翻笠~1:1椛( Lmin) ・最短時間制御ftljにより得られる必要調整距敵.

定点定時定i車通過モデル j車続する交差mSを通行するとき、各交差:::ISを指定時五1)に

指定状態

通行するための操縦モデル。初}切の運動状態と目的とす

る運動状態(交差郎通過時刻、通過船速)を決めること

により、連続交差郎通行の探縦モデルが単一交差郎通行

の操縦モデルとして表現できる.

:管理側から指定された交差郎通過H寺刻、通過船制1)の状態

を現時点まで延長して得られる状態。(図 2一日)の C

点より延長される直線で示される.この線上の運動状態

を保持することによって、管理側の指定を満足して交差

宮ISの通行が可能となる.
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H寺!日l調整不能船

交差出i容虫

交通流特性

単独管理

系統式管理

予備管理

-与えられた調整liel般の航走によっては所定のH寺問調整を

達成できない船舶

: "寺1111制繋不能船の発生率が全通行船の O. 1 %となると

きの一日当り交差郎通行lil

:管理方法、交差部形状、航行船の条件などによって決ま

る航行船の調整時間量、調整不能船発生率、交差宮11:g旦

等の特性

:一つの交差昔1Iを他の交差宮1Iとは独立して管理する方式

:ニつの交差昔1Iの通行時刻をそれぞれの交差自1Iの空きH寺問

状況により同時期に決定する管理方式

:船舶の集中到着を緩和するために、管理域手前を航行中

の船舶に対し管理域への到着H寺刻を規制する管理方式
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② 記号

CP 交差部

Ncp 交差部における一日当り通行船舶数

V 船迷

VQ 管理j或到符時点での船述。時間調整を行うための初期状態.

VP 交差部の通過指定船速.

VPl 交差昔11が級数ある 11寺、 一番目の交差部の通過指定船迷.

VP2 交差日11が複数ある時、 二番目の交差宮11の通過指定船速。

εv 交差郎通過時における指定船速に対する船速誤差。

εT 回交差昔日iIJ1jl'!lI寺における指定H寺刻に対する迎過時刻誤差。

oX 指定状態からの位置の誤差

n プロベラ回転数

λ :平均到着!l!

λL ・大型船の平均到着率

λs 小型船の平均到着率
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